様式　１
三重県母子父子寡婦福祉資金未収金回収業務委託企画提案コンペ参加資格確認申請書
　三重県知事　宛て
　私は、令和３年２月８日付けで募集のあった、下記の案件に参加したいので、必要書類を添えて資格の確認を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないこと及び下記誓約事項について誓約します。
令和３年　　月　　日
　　　　　　　　　　住所（所在地）
　　　　申請者　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　生年月日
　本店の代表者以外の者が申請を行う場合は、権限が委任されていることを記載した委任状が必要です。
記
1． 案件名称
　　　三重県母子父子寡婦福祉資金未収金回収業務委託
2． 誓約事項
（１）債権管理回収業に関する特別措置法（平成１０年法律第１２６号）第３条の法務大臣の許可を受けた債権管理回収業者であること又は弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第３０条の２の規定による弁護士法人であること。
（２）債権管理回収業者にあっては、提案書提出日基準において、債権管理回収業に関する特別措置法第２３条の規定による改善命令を受けていないこと。
（３）一般財団法人日本情報経済社会推進協会が付与するプライバシーマーク等、個人情報の保護に関連する外部機関の認証資格を提案書提出日基準において取得していること。
（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に抵触しないこと。
（５）三重県から入札参加資格（指名）停止を受けている期間中でない者であること。
（６）三重県物件関係落札資格停止要綱により落札停止措置を受けている期間中である者又は同要綱に定める落札停止要件に該当する者でないこと。
（７）三重県が賦課徴収する税又は地方消費税を滞納している者でないこと。
（８）入札の参加にあたり、国内の法律並びに三重県における諸規定を遵守し、仕様書等に基づき適正な入札を行うこと。
（９）契約の相手方となった場合には、仕様書に記載された内容及び納期等を遵守し、誠実に契約を履行すること。
（10）申請書及び添付書類について、個人情報、法人に関する情報（いわゆる企業秘密）に該当する場合を除き情報公開の対象となることを承諾すること。
3． 添付書類
· 債権管理回収業者の場合は、法務大臣の許可番号、営業許可年月日、商号、本店所在地、代表者のわかる書類。弁護士法人の場合は、弁護士法人であることがわかる書類。
· 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が付与するプライバシーマーク等、個人情報の保護に関連する外部機関の認証資格を取得していることがわかる書類。
· 債権管理回収業に関する特別措置法第２３条の規定による改善命令を受けていないことを証する申告書。
· 前項２．（４）から（７）の各号に該当しないことを証する申告書
· 入札に関し、支店又は営業所等に権限を委任される場合は、その委任状
4． 申請書の記載に関する連絡先
	所属の名称
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


　　
※三重県物件関係競争入札参加及び落札資格に関する要綱に規定する落札資格確認のため、申請書及び委任状に参加希望者の生年月日を記載していただきます。

※申請書及び委任状に記載の個人情報に関しては、落札資格確認のために利用する以外に使用しません。

また、その情報については、三重県個人情報保護条例に基づき適正に取り扱います。
　　　　　　　　　　　　　　　　委　　　任　　　状

	案　件　名
	三重県母子父子寡婦福祉資金未収金回収業務委託


三重県知事　宛て
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　委任者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日

　　上記の企画提案コンペにおいて、下記の者を受任者（代理人）として定め、下記の
権限を委任します。　

記

　　　　　　　　　受任者（代理人）

　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　フリガナ

　　　　　　　　　　　職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　

　　委任事項（※委任する事項を選択してください。）

　　１　□　企画提案又は見積に関する一切の件

　　２　□　資格申請に関する一切の件

　　３　□　契約の締結及び契約に定める関係書類に関する一切の件

　　４　□　物品の納入及び契約の履行に関する件

